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施工条件を考慮した掘削土留め工の試設計
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　In the design method of a temporary earth-retaining wall, the allowable stress method will be applied following 
the current design method. However, the design standards about the structures related to temporary earth-retain-
ing walls have been already revised, so the items revised in these design standards should be also applied in the 
design of the retaining wall. In this paper, trial design of two temporary earth-retaining walls with different types 
of earth-retaining support was carried out. The revised points are explained precisely by means of the trial design. 
Furthermore, the calculation method of the penetration depth of the retaining wall without any support will be 
revised. The influence of this revision is explained by means of the trial calculation of the penetration depth. 
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１．はじめに

　現在改訂が進められている「鉄道構造物等設計標準・

同解説（開削トンネル）」に併せ，掘削土留め工の設計

手法は「鉄道構造物の建設等に用いる掘削土留め工設計

指針」（以下，「改定指針案」と記す）として取り纏めら

れる予定である。開削トンネル本体の設計は限界状態設

計法から性能照査型設計に移行する予定であるが，掘削

土留め工の設計については現行の許容応力度法に基づく

設計が踏襲されることとなっている。これは，掘削土留

め工が仮設構造物であることを踏まえてのことである。

また，例えば文献 1）のように土木学会が定める掘削土

留め工の設計においても許容応力度法が採られている。

　一方で，現行の掘削土留め工の設計法２）（以下では，「現

行指針」と記す）が整備されて以降，関連する設計標準

の改訂が進められている。例えば，「鉄道構造物等設計

標準・同解説（基礎構造物）」（以下，「基礎標準」と記す）３）

では，地盤反力係数の算定法以外に，例えば支持力算定

式なども改められており，これらの改訂点を掘削土留め

工の設計においても活用することとなる。

　本解説では，具体的な掘削土留め工の設計の概要を

施工条件の異なる土留め形式を 2 例採り上げて示すと共

に，この中で関連する設計標準の改訂等を踏まえて現行

の設計との変更点について述べる。また，併せて自立式

土留め壁の根入れ長の算定方法の修正が行われており，

その概要と試計算を通じた根入れ長の算定結果に及ぼす

影響度についても紹介する。

２．掘削土留め工の設計フロー

　掘削土留め工の基本的な設計の手順を図 1 に示す。地

盤調査や室内土質試験の結果を踏まえて土留め工の断面

形状を設定した後に，掘削底面の安定の検討，土留め壁

の根入れ長の検討，土留め壁の応力・変形に関する検討，

土留め支保工（腹起し，切ばり，火打ち等）の検討を行

う。また，路面覆工を有する場合には，覆工版や中間杭

に関する検討を行う。

　土留め工の設計自体はここまでの手順となるが，都市

部などでの既設構造物に近接した施工となる場合には，

周辺地盤・構造物の変形や地下水流動の変動などの影響

を予測し，影響が小さいことを確認することや必要時に

は対策工の検討を行うこととなる。また，施工時には計

測管理を行って，必要に応じて文献 4）に示すような情

報化施工による計測結果の設計への反映を行う。

図１　掘削土留め工の設計の基本的な手順
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３．自立式土留め壁の設計根入れ長

の算定方法

3. 1　改訂の概要

　土留め壁の設計根入れ長の算定は，「現

行指針」以前の技術基準（「掘削土留工設

計指針」，以降では「S62 指針」と記す）５）

において，受働側の側圧による抵抗モーメ

ントと主働側の側圧による作用モーメント

3. 2　試設計による設計根入れ長算定結果の比較

　以下では，「現行指針」と「改訂指針案」に基づく自

立式土留め壁の設計根入れ長の算定を行い，両算定法に

よって得られる設計根入れ長の違いを検討した。

3. 2. 1　計算条件

　試設計を実施した断面を図 3 に示す。掘削深さは 3m，

地盤は砂質土および粘性土の単一の地盤モデルとした。

砂質土地盤では，内部摩擦角φを 25，30 および 35 度

と 5 度ずつ変化させた 3 ケースを設定した。一方，粘性

土地盤では土圧の算定に N 値および粘着力 c が必要と

なるが，本試計算では N 値を 2，4，8 および 20 と変化

させ，粘着力 c は簡単のため c=100/16・N（kN/m2）の

関係式に基づいて算定することとした。

3. 2. 2　計算結果および考察

　砂質土地盤，粘性土地盤において算定された設計根

入れ長の一覧を表 1 に示す。これらの結果から，「改定

指針案」で算定される設計根入れ長は，「現行指針」と

大きくは変わらず，軟弱地盤では若干根入れ長が小さく

図２　自立式土留め壁の設計根入れ長算定手法の概要
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3．1 改訂の概要 
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圧による抵抗モーメントと主働側の側

圧による作用モーメントが釣合う釣合

い根入れ長を単に1.2倍したものが設計根入れ長とされ

ており，他企業体の掘削土留め工の設計指針では現在も

この手法が多く用いられている。しかしながら，この手

法は釣合い位置の地盤状況等に応じた設計根入れ長の算

定方法ではなく，例えば土留め壁先端付近が強固な地盤

に根入れされるような場合などでは過大な根入れ長が必

要となる場合があった。そこで，日本鉄道建設公団

（現・鉄道建設・運輸施設整備支援機構）の「深い掘削

土留め工指針」6)において設計根入れ長の算定方法を，

作用側となる掘削背面側の側圧を1.2倍に割り増して求

めたモーメントが釣り合う根入れ長を設計根入れ長とす

る方法が提案され，「現行指針」においてもこの手法が

採用されている。「改定指針案」でもこの手法の基本的

な考え方が踏襲されているが，部分安全係数法の作用係

数の考え方との整合性を高めるため，自立式土留め壁の

設計根入れ長の算定方法において具体的な作用の割増し

の方法が若干修正される。以下にその概要を示す。 
自立式土留め壁の設計根入れ長の算定方法の概要を図

２に示す。「S62指針」は図２(a)に示すように根入れ長

を直接割り増していたのに対して，「現行指針」では掘

削背面側の側圧を割り増すこととしていた。これは，切

ばり式等支保工を有する土留め壁では概ね作用側の割増

しとなり，いわゆる部分安全係数法における作用係数の

考え方が取り入れられていると解釈できる。しかしなが

ら，自立式土留め壁の場合には，掘削側地盤および背面

側地盤の主働・受働状態が図中のn－nで深度方向に変化

するため，n－nより下方では掘削背面側が受働状態とし

て抵抗側となる。すなわち，掘削背面側を一律に割り増

すという図２(b)の「現行指針」の取り扱いは，自立式

土留め壁においては作用を割り増すという作用係数の考

え方と整合せず，計算結果の力学的な意味が不明確にな

るという課題があった。 
そこで，「改定指針案」においては図２(c)に示すよ

うに，自立式土留め壁の設計根入れ長の算定法として，

n－n点より上方・下方での状態の違いを考慮し，作用側

となる主働状態の側圧を割り増した上でモーメントの釣

合いを解く方法に改め，作用係数の考え方を明確に取り

入れることとしている。 
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表１ 設計根入れ長算定結果（単位：m） 
(a)砂質土地盤 

φ（度） 「現行指針」 「改定指針案」 
25 3.62 3.55 
30 2.72 2.83 
35 1.94 2.04 

 

(b)粘性土地盤 
N値 c（kN/m2） 「現行指針」 「改定指針案」 

2 12.5 21.14 20.45 
4 25.0 5.36 5.85 
8 50.0 2.11 2.22 
20 100.0 0.90 1.35 
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表１ 設計根入れ長算定結果（単位：m） 
(a)砂質土地盤 

φ（度） 「現行指針」 「改定指針案」 
25 3.62 3.55 
30 2.72 2.83 
35 1.94 2.04 

 

(b)粘性土地盤 
N値 c（kN/m2） 「現行指針」 「改定指針案」 

2 12.5 21.14 20.45 
4 25.0 5.36 5.85 
8 50.0 2.11 2.22 
20 100.0 0.90 1.35 
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なり，一方で硬質地盤では若干大きくなる傾向となって

いる。

3. 2. 3　粘着力の設定に関する試計算

　上記の N=2 の粘性土地盤では掘削深度に比べて算定

される根入れ長が 20m 以上と非常に大きく，実務的に

は非現実的な根入れ長が算定されている。そこで，掘削

底面以深の地盤条件を変えて，図 4 に示す 2 つの地盤モ

デルを対象とした設計根入れ長の算定を「改定指針案」

に基づき行った。

　まず (a)では粘着力の大きさに関する検討として， N=2
の粘性土地盤ではあるものの，一軸圧縮試験等から直接

粘着力を求めることで，大きな粘着力が得られた場合を

想定した計算を行った。ここでは粘着力 c=25.0kN/m2 お

よび 50.0kN/m2 が得られたものとする。この条件におい

て，算定された設計根入れ長を表 2 に示す。粘着力が増

加することで，設計根入れ長は短くなっていることがわ

かる。

　また，(b) では掘削底面以深に砂質土地盤が存在する

場合に，設計根入れ長がどのように変わるか計算した。

対象とする地盤モデルでは，掘削底面以深に，φ=25 度

および 30 度の砂質土が堆積する条件を設定した。算定

される設計根入れ長を表 3 に示す。掘削底面以深に砂質

土層が存在することによって，根入れ長は短く算定され

ることがわかる。

４．施工条件を考慮した掘削土留め工の設計

　本章では図 1 に示した基本的な掘削土留め工の設計の

部分を対象に，切ばり式土留め工，および補強土式土留

め工の設計事例を通じて具体的な設計の流れを示す。こ

の中で，主に関連する技術基準の改定に併せた現行の設

計との変更点を示していく。

4. 1　切ばり式土留め工の設計

4. 1. 1　切ばり式土留め工の設計条件

　土留め工の断面図および地層構成を図 5 に示す。土留

め壁の種類はソイルセメント壁（H-390 × 300），芯材

間隔 0.45m であり，掘削深さが 21m，掘削幅 17m，掘

削延長 50m である。路面覆工を有し，自動車荷重が作

用する構造となっている。

図５　切ばり式土留め工の断面図
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4. 1. 2　掘削底面の安定の検討

　土留め壁の設計に際しては，ヒービング，ボイリング , 
盤ぶくれといった掘削底面の安定に関する検討が必要と

なる。図 5 に示した対象地盤においては，掘削底面の土

質が被圧地下水による揚圧力を受けるため，盤ぶくれに

対する検討を行う必要がある。

　盤ぶくれに対する安定の検討は，図 6 に示すように揚

圧力とこれに抵抗する各成分の重量バランスを考え，次

式により行うこととしている。

W
F

C
F

C
F

U
1

1

2

2

3
+ + ≥             (1)

　ここに，W は被圧面以浅の土塊重量（ΣB・t・γ）（kN/
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ること，許容変位量以内であることを確認するため，図

7 に示すように，根入れ長.=5.0m まで 0.5m ピッチで

根入れ長を増分して安定度解析を実施した。安定度解析

の結果，根入れ長.=3.0m で土留め壁変位と切ばり反

力が一定値に収束していることから定常状態であると判

断できる。

4. 1. 4　壁体の断面計算・変形計算

　決定した根入れ長を踏まえ，弾塑性法により壁体の断

面計算・変形計算を行った。水平地盤反力係数の算定は

文献 4）に示す方法により行っている。図 8 に最終ステッ

プの土留め壁変位と曲げモーメントの深度分布を示す。

4. 1. 5　路面覆工および中間杭の設計

　計算を実施した路面覆工の断面図を図 9 に示す。中間

杭は H 鋼杭である。計算例では，路面覆工の応力度お

よびたわみの検討，ならびに中間杭の応力度および支持

力の検討を行った。

　中間杭の許容鉛直支持力の算定は，「改定指針案」で

は一般に「基礎標準」により算定することとしている。

この際に，中間杭は仮設工事での使用であり，ある程度

の沈下に対して覆工板のジャッキアップ等で対処できる

ため，杭基礎の安定（安全性，地震時以外）の設計鉛直

支持力 Rvd を許容鉛直支持力 Qa としてよいこととして

いる。

　ただし，路面覆工は自動車荷重を受けるため，協議等

によって道路の設計が求められることもある。そこで，

場合によっては「道路土工指針　仮設構造物編」８）によ

る許容鉛直支持力の算定を行ってもよいこととしている。

4. 2　補強土式土留め工の試設計

4. 2. 1　補強土式土留め工の設計条件

　土留め工の断面図を図 10 に示す。土留め壁は鋼矢板

（Ⅲ型），掘削深さが 8m，掘削延長 50m の補強土式土留

め工である。土留め工の背面には列車荷重が作用する。

4. 2. 2　補強材配置の検討

　補強材の配置，打設長さは，「鉄道構造物等設計標準・

同解説（土留め構造物）」９）に示される 2 ウェッジ法に

表５　内的安定計算結果

構造物の状態 安定計算ケース
計算安全率 所要

安全率

判
　
定滑動 転倒

施工時／ 2 段目補強体打設時

（掘削深さ：h=2.60m）

常時 － 3.289 4.110 1.50 OK

一時 列車荷重時 3.606 4.601 1.50 OK

施工時／ 3 段目補強体打設時

（掘削深さ：h=3.80m）

常時 － 3.386 3.632 1.50 OK

一時 列車荷重時 3.356 3.667 1.50 OK

施工時／ 4 段目補強体打設時

（掘削深さ：h=5.00m）

常時 － 3.378 3.456 1.50 OK

一時 列車荷重時 3.049 3.112 1.50 OK

施工時／ 5 段目補強体打設時

（掘削深さ：h=6.20m）

常時 － 3.099 3.171 1.50 OK

一時 列車荷重時 2.752 2.742 1.50 OK

施工時／ 6 段目補強体打設時

（掘削深さ：h=7.40m）

常時 － 2.768 2.768 1.50 OK

一時 列車荷重時 2.439 2.373 1.50 OK

仮設時構造物完成時 最大掘削時

（掘削深さ：h=8.00m）

常時 － 2.528 2.165 2.00 OK

一時 列車荷重時 2.560 2.269 1.50 OK図９　路面覆工の断面図

図８　土留め壁の変位・曲げモーメントの深度分布

増分して安定度解析を実施した。安定度解析の結果，根

入れ長ℓ=3.0mで土留め壁変位と切ばり反力が一定値に

収束していることから定常状態であると判断できる。 
4．1．4 壁体の断面計算・変形計算 
 決定した根入れ長を踏まえ，弾塑性法により壁体の

断面計算・変形計算を行った。水平地盤反力係数の算定

は文献4)に示す方法により行っている。図８に最終ステ

ップの土留め壁変位と曲げモーメントの深度分布を示す。 
4．1．5 路面覆工および中間杭の設計 
 計算を実施した路面覆工の断面図を図９に示す。覆

中間杭はH鋼杭である。計算例では，路面覆工の応力度
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 中間杭の許容鉛直支持力の算定は，「改定指針案」で

は一般に「基礎標準」により算定することとしている。

この際に，中間杭は仮設工事での使用であり，としてあ

る程度の沈下に対して覆工板のジャッキアップ等で対処

できるため，杭基礎の安定（安全性，地震時以外）の設

計鉛直支持力Rvdを許容鉛直支持力Qaとしてよいことと

している。 

 ただし，路面覆工は自動車荷重を受けるため，協議等

によって道路の設計が求められることもある。そこで，

場合によっては「道路土工指針 仮設構造物編」8)によ

る許容鉛直支持力の算定を行ってもよいこととしている。 
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留め工である。土留め工の背面には列車荷重が作用する。 

4．2．2 補強材配置の検討 
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準・同解説（土留め構造物）」9)に示される２ウェッジ

法によって施工時（各次掘削段階）および仮設構造物の

完成時における滑動・転倒に対する安定を確保できるよ
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表１(a) 修正 
φ（度） 「現行指針」 「改定指針案」 

25 3.62 3.55 
30 2.72 2.83 
35 1.94 2.04 

 
表３ 修正 
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25 4.54 
30 3.72 
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図 12　外的安定（円弧すべり法）の検討の概要

表６　外的安定計算結果

構造物の状態 掘削深さ
掘削面からの

必要根入れ長
荷重状態

計算

安全率

所要

安全率
判定

最大掘削時

（仮設構造物完成時）
8.00m 4.50m

常時 1.533 1.40 OK

一時 1.455 1.40 OK

よって施工時（各次掘削段階）および仮設構造物の完成

時における滑動・転倒に対する安定を確保できるように

設定する。2ウェッジ法による安定計算の概要を図11に，

内的安定計算結果を表 5 に示す。いずれの状態において

も，滑動・転倒両モードに対して所要安全率を満足して

いる。

4. 2. 3　設計根入れ長の検討

　補強土式土留め工では，前述のように 2 ウェッジ法に

よる計算によって内的安定が確保されるが，補強領域外

を通るすべりに対しては円弧すべり法による外的安定の

検討を行い，必要な根入れ長を確保する。

　外的安定の計算イメージを図 12 に，検討結果を表

6 に示す。なお，外的安定の検討は最終掘削時に対し

てのみ実施している。各検討結果に基づき，根入れ長

を.=4.5m とした。

4. 2. 4　壁体の断面計算・変形計算

　設定した補強材配置や根入れ長に基づいて，弾塑性法

による各次掘削段階の土留め壁の変形や断面力の算定を

行った。最終ステップの土留め壁の変位と曲げモーメン

トの深度分布図を図 13 に示す。

５．おわりに

　本解説では，異なる 2 種類の掘削土留め工の試設計を

例に設計の流れを示すと共に，現在改訂が進められてい

る「鉄道構造物の建設等に用いる掘削土留め工設計指針」

における「現行指針」との主な変更点を示した。また，

自立式土留め壁の設計根入れ長の算定方法の修正と，こ

れに伴った算定される根入れ長への影響を試計算を通じ

て示した。
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11に，内的安定計算結果を表５に示す。いずれの状態に

おいても，滑動・転倒両モードに対して所要安全率を満

足している。 
4．2．3 設計根入れ長の検討 

補強土式土留め工では，前述のように２ウェッジ法に

よる計算によって内的安定が確保されるが，補強領域外

を通るすべりに対しては円弧すべり法に対する外的安定

の検討を行い，必要な根入れ長を確保する。 

 外的安定の計算イメージを図12に，検討結果を表６に

示す。なお，外的安定の検討は最終掘削時に対してのみ

実施している。各検討結果に基づき，根入れ長を

ℓ=4.5mとした。 

4．2．4 壁体の断面計算・変形計算 
 設定した補強材配置や根入れ長に基づいて，弾塑性

法による各次掘削段階の土留め壁の変形や断面力の算定

を行った。最終ステップの土留め壁の変位と曲げモーメ

ントの深度分布図を図13に示す。 

 

5．おわりに 
本解説では，異なる2種類の掘削土留め工の試設計を

例に設計の流れを示すと共に，現在改訂が進められてい

る「鉄道構造物の建設等に用いる掘削土留め工設計指針」

における「現行設計」との主な変更点を示した。また，

自立式土留め壁の設計根入れ長の算定方法の修正と，こ

れに伴った算定される根入れ長への影響を試計算を通じ

て示した。 
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すべり線

土留め壁根入長は 円弧すべり安全率
を満足し かつ最小根入長以上とする

図12 外的安定（円弧すべり法）の検討の概要 

表６ 外的安定計算結果 

 

構造物の状態 掘削深さ
掘削面からの

必要根入れ長
荷重状態

安全率

所要

安全率
判定

最大掘削時

 仮設構造物完成時 
8.00m 4.50m

常時 1.533 1.40 OK

一時 1.455 1.40 OK

計算

 

図13 壁体の断面・変形計算結果 
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